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ミニ学習会レジュメ　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小泉親昂
「市民・議会・市長（行政）との関係を考える」

１　地方分権の経過と２０００年分権一括法で分権はどう進んだか
　・　９３年国会決議・９５年分権推進委員会設置・経過と９９年分権一括法の成立

　・　００年施行の地方分権一括法の概要と市政を考える上でのポイント

　・　国と地方の上下・主従関係から対等・平等の関係へ　

　機関委任事務の廃止・国の関与の見直し等

　・　第１次分権改革が行ってきたものは団体自治の分権

　・　第２次分権改革は（財源委譲は進んだのか）

・　住民自治については今後の議論として残る（第３次分権改革？）
　・　地方自治体は自治基本条例など分権改革にむけて住民自治確立に努力

２　地方自治法上で分権改革はどのように表されたか

　・　第１条で国と地方自治体の関係について規定

　・　第２条で自治体の仕事を規定　機関委任事務を廃止、自治事務と法定受託事務に改正

３　地方自治法上の市長、議会の役割と関係

　・　市長の権限

　　　長の統括代表権（第１４７条）　事務の管理及び執行権（第１４８条）

　　　担任事務（第１４９条）　

　　　行政機関の設置（第１５６条）　内部機関の設置（第１５８条）
　　　長の事務の委員会等への委任及び補助執行（第１８０条の２）

　　　組織等に関する長の総合調整権（第１８０条の４）
　
・　議会の権限

　　　議決事件（第９６条）　検査及び監査の請求（第９８条）
　意見書の提出（第９９条）

　　　調査権・刊行物の送付・図書館の設置等（第１００条）

　　　鎌倉市議会例規集参照
　・　住民の権利

　　　住民の意義及び権利義務（第１０条）　住民の選挙権（第１１条）

　　　条例の制定改廃請求権及び事務の監査請求権（第１２条）

　　　議会の解散請求権及び主要公務員の解職請求権（第１３条）

　　　以下第５章第一節条例の制定及び監査の請求（第７４条から第８８条）
　・　地方自治法以外の市民参加にかかわる法・条例

　　　情報公開法・情報公開条例

　　　個人情報保護法・個人情報保護条例

　　　行政手続法・行政手続条例（パブリックコメント等）
　　　　　　 
